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（1）
　現代の世界経済のなかで，発展途上諸国の経済開発問題は，依然として重要な課題となっている。第
2次世界大戦後，かつての植民地体制が崩壊し，発展途上諸国が出現した。この時点で，政治的独立の
達成後の課題として，経済的自立の達成ということが，政治的独立をかちえた国々におけるその後の課
題として位置づけられ，この経済的自立の達成によって，国家的，民族的独立という課題が完成される
ものと考えられていた。すなわち，独立した国家権力を活用することによって，その統一した国家意志
として，自立した国民経済形成を実現することができると考えられていたのである。
　自立した国民経済形成の実現とは，どのように認識されていたのであろうか。帝国主義世界体制のも
とにおいては，もはや孤立した地域経済（自給自足経済）というものはなく，全ての地域経済は，世界
経済体制の一部を構成するものとなっていた。とはいっても，その構成要素としての参入の度合いには，
大きな格差が存在していた。すなわち，世界市場への統合の水準は，さまざまであって，とくに植民地
経済の内容によって，その分業関係には様々な度合いや形態の相違があったとみることができる。しか
し，ここで確認しておかなくてはならないことは，帝国主義体制のもとでは，世界の領土的分割の完了
が実現していたのであるから，世界市場への統合もまた何らかの形において実現していたと考えられる
ということである。
　さて，こうしてそれぞれの地域経済が，何らかの形で世界市場に結びつけられ，そこでその商品交換
関係をもつことによって人びとの生活が存立していたとすれば，その関係を前提としながら，自立的国
民経済の形成を求めていくということにならざるをえない。発展途上諸国は，こうしてかつての従属的
な国際分業から，自立した国民経済への過程を前提とした国際分業関係の樹立へむかって進みだすこと
となったのである。
　したがって，全ての発展途上諸国についていえることは，その国の独立ご，国際分業関係の再編成に
むけて，まず，自立した国民経済形成を目標においた工業化政策を中心課題においたのであった。この
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ような性格をもった工業化政策は，輸入代替工業化政策として知られている政策である。この工業化政
策は，最近では，輸出指向工業化政策と対比して論じられる場合が多いのであるが，発展途上諸国の
各々のおかれた歴史的，又は国際的諸条件のもとで各々がどのような課題をもっていたかということと
無関係に論じてみてもおよそ無内容で，無意義なものとなってしまおう。すなわち，発展途上諸国にと
って，まずは経済的自立の達成という課題があり，そのためには，すでに世界市場にまきこまれ，従属
的国際分業関係（ここでの従属性は政治的独立が達成されていない以上当然の特徴づけとして論証の必
要のないものである。）が形成されていて，これら地域の人びとの生活は，すでに市場経済関係におい
てなりたつものとなっていたのであるから，この従属性をたちきろうとすれば，この商品経済関係に自
立的性格をつくりださなければならないのであるし，そのための工業化政策が求められることになるの
である。したがって，このような役割を担うべき工業化政策として輸入代替工業化政策がとられ，具体
化されることとなったのである。
（2）
　発展途上諸国の国家が，独立ごにおいてその国の国民経済の発展過程でどのような機能を発揮してき
たのであろうか。この際，発展途上諸国の国家権力と機構・組織が，どの程度の力の集積度及び能力を
備えているのかということが当然考慮されなければならないし，このような問題は，政策の性格・特
徴・成果を論じようとする場合においても考慮されねばならないことであるように思われるので，当然，
議論の対象にしなければならない。さらには人びとの政策実行過程への参加も考慮されねばならない。
このことは，市場の働きと国家の役割を論じようとする場合，重要な論点になる。すなわち，政策実現
過程への人びとの積極的参加が求められていて，現実に実行されている場合，換言すれば，計画的な経
済発展過程が，人民の民主的参加を通じて実現している場合においては，市場における競争を通じての
経済発展過程とは，異った性格の経済発展の過程が実現していることが確認されている。ω
　発展途上諸国の国家において，その経済発展のために実行された経済政策は，まず工業化一ほぼい
つれも輸入代替工業化一のための諸政策とそのための財政というチャネルによる資本蓄積であった。
低開発からの離陸には，まず資本蓄積が必要であり，自国での低い貯蓄率をこえて開発に必要な資本を
調達するには，先進国からの開発援助が必要だという提案が，実現し，先進国と発展途上国の国際協力
という形態をとった新たな国家の機能も実現した。（2）発展途上諸国の国家機能は，この国際協力を通じ
て，拡大され，開発のために中心的役割を果たすものとして位置づけられたのであった。こうして国家
の機能を中心にした経済開発戦略が注目されたのである。ブラジルモデル，インドモデル，中国モデル
と呼ばれているようないくつかの代表例をあげることができる。（3）
　ブラジルでは，1968年から石油危機のはじまる1974年まで年率約10％の高度成長を実現したし，イン
ドでは第2次5力年計画期から重工業優先の工業化政策が具体化する第3次5力年計画期にかけて，年
率8～9％の高度成長を実現している。これらはいずれも国家の機能をつかっての投資の拡大によって
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創りだされた工業生産の増大を主要な内容としたものであった。
　発展途上諸国では，国の大・小を問わず，国家の機能をつかって，もしくは国家機関の存在を媒介と
して，資本蓄積を実現し，さらに1961年以降具体化することとなった先進諸国からの開発援助も加わっ
て，発展途上諸国では，経済開発のための需要に見合うかたちで，大規模な開発投資が実現したのであ
る。このような投資ブームが原動力として高い経済成長率を実現した。ところで，このような開発需要
を人為的，政策的につくりだすこと，換言すれば，新たな形態でのこのような，いわば本源的蓄積は，
どのような性格とどのような役割を果すべき経済過程として実現していったのであろうか。
　この過程で，まず注目しておかなければならないことは，工業化の最初の段階として各種インフラス
トラクチャーの建設にむけられていった。エネルギー開発，港湾，道路，鉄道，電力供給などがとりあ
げられ，さらにすすんで資本財，消費財の生産部門へと広がっていくはずであった。とすれば，こうし
た需要の拡大は，当然のことながら先進諸国の基幹的部分をしめる工業に対してきわめて大きな市場を
形成することとなった。ωしたがって独立した発展途上諸国の国家は，その経済開発投資を大規模に展
開することによって，それは念願である経済自立の達成にむかって進みはじめるのであるが，その計画
的投資政策は，先進諸国の産業，とくに生産手段生産部門の産業のための広大な市場をつくりだしたの
である。だから発展途上諸国では，いずれの国におても経済開発の過程が開始されるとまず，輸入の大
幅な増加がおこり，貿易収支の均衡化のための，ないしは輸入支払いを賄うための輸出増加へとかりた
てられるのである。｛5）そしてそのファイナンスのためには，資本財輸入のための商品借款の必要にせま
られ，しだいに債務の重荷を背負うこととなっていく。換言すれば，発展途上諸国の国家の機能として
注目しておかなければならないことは，先進諸国産業，とくに生産手段生産部門の諸産業のために，需
要を創出し，市場を拡大しているということである。
　こうして，発展途上諸国国家の役割が，経済開発にあって，開発のための大規模投資を実現している。
そして，この過程は，独立ごにしてはじめて実現したのであるから，政治的独立の意義は，大きく，そ
のこの経済的独立（自立的国民経済）の達成にむけて進みはじめたことは事実として認められる。そう
ではあるが，経済発展の進むに従って明確になってきたことは，そこではたしている発展途上諸国の国
家の役割が，その発展のための投資を通じて，先進諸国産業のための市場創出という性格を明確にもっ
ているということであった。
　こうして，インドでは1970年代に長期にわたる経済停滞の時期をむかえることとなるのである。イン
ドのように工業化政策の拠り所が国内市場にある以上，経済政策の基本に国内市場拡大のための諸政策
がなくてはならい。ところが，インドの5力年計画の基本が，重工業優先のまま投資中心にすすめられ
てきた。70年代半ばになって「緑の革命」が農業にとりいれられ，農業の生産性向上を軸にした国内市
場の拡大が部分的に実現し，1980年代に成長率の上昇をみることになっている。（6）
　発展途上諸国では，まず輸入代替工業化政策が採用されている。わけてもインドでは，重工業優先政
策をとり，自立した工業体系を構築して，国内市場を基盤にした工業国を目標としていた。ところで，
国家による大規模な投資は，先進国産業に対する投資需要をつくりだしたのであって，発展途上国にと
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っては，国内産業に対する市場拡大というよりも，輸入を媒介とする先進国に対する市場拡大となった
のである。
　このような過程をたどって世界経済全体の拡大・成長過程のなかで，発展途上諸国の工業化過程が実
現しているがために，貿易問題の重要性があらためて認識されねばならないのである。換言すれば，発
展途上国における外国貿易の課題を国家がどのようにはたしていくことができるか，ないしは国際経済
関係のシステムのなかで発展途上諸国の工業化の過程がどのように位置づけられているかということが
工業化政策に対する制約要件としてあらかじめ認識されていなければならないのである。つまり国内市
場の拡大は貿易関係の拡大を通じて，実現していかなければならない。
　ブラジルにしても，インドにしても，国内市場重視の輸入代替工業化政策を採用しながらも，成長速
度を速めれば，輸出拡大を強いられ，伝統的な輸出産業にのみ依存することもできず，何らかの輸出促
進政策をとらざるをえなくなっていく。このような経過をたどるなかで，国内市場の拡大は，すすまず，
結局，成長の減速と停滞の時期にとってかわらざるを得なくなるのである。ブラジルの場合は，インド
と異って，他方において外資導入を積極的におこなったために，中産階級の形成とそれにともなう消費
需要の拡大がみられ，ブラジル・モデルといわれるような形態の経済成長過程をつくりだした。このモ
デルと比較するとき，インドの場合は，消費資料部門のための需要形成がおくれ，停滞の期間が長びく
結果をまねいていた。ω
　このようにして，第2次大戦後の世界経済のなかでの発展途上諸国の国家の役割は，国家資本の輸出
としての国際的な資金援助が，先進諸国から展開されたことによって，かつての後発的資本主義諸国が
おこなった工業化のための諸政策やその権力のはたした役割とは異ったものとして認識されなければな
らないように思われる。国際的な援助をも含めて「計画的」工業化は，その活発な投資活動を通じて高
い成長率を実現しても，持続性に欠けていたと言わなければならない。
　現在の国際経済的諸関係のもとにおいては，貿易関係の拡大を通じて国内市場の拡大を実現すること
が必要となっている。こうして発展途上諸国の自立的国民経済の形成，又は，経済的自立などといった
目標をかかげて工業化戦略を展開しながら，実現している工業化の過程をどのような内容のものとして
認識しなければならないのか。さらには，工業化によってどのような国民経済が形成されているのかな
ど改めて，国民経済の内容や性格に対して考えてみなければならなくなっているように思えるのであ
る。
（3）
　工業化戦略のゆきづまり現象は，往々にして外貨危機をともなっておこっている。（8）ところで，外貨
危機という問題は，生産と流通の中断という内容をもっているのであるから，それは，より原理的には
生産された商品の価値の実現の問題ということができるように思われる。このことは，いいかえるなら
ば，発展途上諸国の各産業の生産過程が，つねに（全てでは勿論ないが）国際的関係をもっていること
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によって，商品の価値の実現，すなわち，商品の貨幣への転化が，国際的制約に係っているのである。
　商品の価値の実現というのは，いいかえれば，商品の貨幣の転化のことであるから，この過程が困難
だということは，需要が存在しない，ないしは需要をこえて商品の生産がおこなわれたわけで，発展途
上国側からみるとき，市場問題として現象しているわけではない。すなわち，市場問題は，先進国の工
業に対して存在しているようにみえる。したがって，現在の国際経済秩序においては，発展途上国に援
助が与えられて，先進国産業のための市場創出政策が実現しているのである。ところが，このような政
策アプローチでは，問題は解決されることなく，残ったままである。（9）
　発展途上諸国の外貨危機は，発展途上諸国の労働や産業に対して，充分な価値の実現がおこなわれな
かったのではないか，ないしは，国内において充分な市場の形成がおこなわれないことによって発生し
ているのではないかということである。こうした原理的課題と現実の政策的課題との間には，多くの媒
介項目があって，これらを直ちに直結させることは，理論的に正しいあつかいとはいいがたい。しかし
ながら，発展途上諸国の生産物（商品）の価値実現という視点から外貨危機といった現象をみることの
必要性を指摘しておきたいのである。ao）
　ふりかえってみると，第2次大戦後，先進国政府は，こぞってケインズ政策を採用し，南北協力の理
念にしたがって，それをさらに国際化し，開発援助の名義のもとに，国際的な投融資政策を展開した。
すなわち，国際的な需要創出政策の実行であった。これは，第2次世界大戦後の新たな国際経済秩序，
すなわち，植民地体制崩壊後の世界経済体制のもとでのケインズ政策の国際的展開ということになる。
このような体制的背景のもとで，発展途上諸国の国家の機能が位置づけられていたのであるから，一般
的に認識されていた国家の役割が第一義的に経済自立のためのものであり，その機能が，そのような方
向にむかって効果を発揮したということにはならず，むしろ，その国際的ケインズ政策の展開のための
機能を果たすべく，国際経済秩序の一部を構成していたと認識しておかねばならないのではないだろう
か。ω
　第2次世界大戦後の国際通貨制度は，アメリカの国民通貨であるドルを国際的基軸通貨とすることに
よって，本質的に管理通貨制度に移行していたのであるから，この通貨制度の側面からも，ケインズ政
策が国際的に展開されることを可能にしていたのである。したがって，このような管理通貨制度（国際
通貨としての）が，援助を与える先進国と，それをうける発展途上国の国家の性格・役割をまったく異
なるものにしてしまったのである。外貨によって市場創出政策が実行されれば，その市場は，先進国に
とっての市場でしかないのである。発展途上諸国にとっては，自国産業の発展のための市場を創出する
ことがことのほか困難な事業となってしまったのである。
　こうして，発展途上諸国では，自国の産業発展のための市場形成努力は，先進国を中心に展開された
国際的ケインズ政策と矛盾する関係におかれていた。すなわち，アメリカを中心とする先進国のケイン
ズ政策は，発展途上国に市場開放を要求する自由貿易政策と開発援助を提供する国際的投資政策の二つ
の政策からなりたっていた。したがって，発展途上国は自国の産業発展のためにその政策の修正を要求
した。それが一般特恵制度などの南北問題を構成する諸政策であった。an
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　この国内市場形成のための積極的政策として確認されるのが，中国の農地改革であろう。中国は第2
次大戦後の世界経済体制のなかで社会主義世界体制への参加によって，すでにのべてきたような国際経
済秩序からは離脱していたのではあるが，ソ連を中心とする社会主義世界体制のもとでもその集権的体
制のなかでの自立性を確保すべく努力していたのであり，そこでの農地改革は1960年代の中国経済発展
の重要な基礎条件であった。しかし中国では，農地改革，及び農業生産の発展に対してこのような国内
市場の形成やその拡大という点での認識は充分でなかったように思われる。そして，むしろ商品生産と
しての農業生産の発展を認めず，その社会主義的集団化のみを重視し，政策の柱としてしまったのであ
る。中国の文化大革命期の開発戦略は，このような経済諸法則を無視したものであったことについては
多くの指摘がある。os）
　農業生産が国民経済の自立的発展にとって如何に重要なものであるかということについては，中国の
経済体制改革への着手のための決議となった1978年末の中国共産党の11期3中全会で明確に指摘され
た。そのこ中国では，経済体制改革がすすみ，農業生産の発展と国内市場拡大が実現しつつある。農地
改革の意義が文化大革命という人命と時間の貴重な犠牲を経てようやく顕現したのであった。a4）
　中国のような，農業生産の近代化とその発展を阻む土地所有制度の改革が，他の発展途上諸国ではみ
なれないのではあるが，土地所有制のもつ近代化への抑止力はしだいに弱化してきているようにも思わ
れ，アジアを中心に実行されてきた緑の革命も一定の成果をあげてきたということができる。
　発展途上諸国の採用した輸入代替工業化政策は，本来的に国内市場の狭さに限界性をもっているよう
に指摘されがちであるが，現代の発展途上国の工業化が，先進国資本の再生産構造のなかに組込まれた
先進国の市場拡大の一一一lftとして世界市場において位置づけられているという特徴をもっている。したが
って，輸入代替という性格を持ちつつも，国内市場の創出・拡大の推進力に欠けており，工業化の初期
段階をすぎると停滞期を迎えてしまうのである。いずれにしても農業国の地位を脱出するための長期の
過程を想定するならば，国内市場の育成・拡大は，農業生産における生産性の向上とそこでの資本蓄積
を不可欠の前提としているのであるから，輸入代替工業化過程は，農業生産の向上・発展と不可分の関
係にある。ところが，一口に農業生産の向上・発展といっても，どのような農業生産であるべきかをめ
ぐっては多くの意見があり，輸出向け農産物か，食糧自給のための農業生産か（つまり食糧自給の達成）
をめぐって議論がわかれた。⑮国際的には，ケインズ政策の国際的展開として当時の国際経済政策がす
すめられていたのであるから，当然，国際的潮流としては輸出拡大のための農業生産が推しすすめられ
たのである。この政策は新古典派にもうけつがれ，構造調整政策としてひろげられている。
　ところが，この農業生産の拡大は，発展途上諸国における，自国産業のための充分な国内市場の育
成・拡大にはならないのであって，工業化政策の見直しが重要な政策課題となってしまったのである。
さきにものべたように輸入代替工業化政策は，国内市場の壁にぶつかって転換を余儀なくされる。⑯な
どと簡単にのべられているが，このような認識は，表面的なものと言わざるをえない。現在の国際経済
秩序のもとにおいては，国内市場依存型の輸入代替工業化政策を一国的視点から採用し，促進しても，
先進国を中心とした国際的な投資政策と世界市場の拡大・統合政策の一部に組入れられて実行されると
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いうことになっているために，自国での自立的な再生産構造の育成やそれと関連しての国内市場育成・
拡大の方向で，工業化戦略が実現しないという特徴をもっている。したがって国内市場依存型の工業化
戦略は，きわめて困難な状況におかれることになっている。
（4）
　発展途上国の開発戦略の中核をなしている工業化過程において，国家がどのような役割を果たすのか，
そのことと市場問題，すなわち，生産物の価値実現の問題がどのような形態で関連しているのか，とい
うことを，現在の国際経済秩序のもとで，その国家の機能をよりどころにしながら考察してきた。発展
途上諸国が，自立した国民経済の形成を目標として自国の国内市場の育成・拡大を政策課題にしながら
工業化政策をすすめてきたが，その成果としては十分なものがえられていない。その要因を国際経済的
諸関係のなかに求めてきた。このような議論の当然の成り行きとして，1980年代以降，注目をあつめる
こととなった東アジア諸国の場合が考察の対象としてとりあげられることとなるように思われる。そし
て，これら東アジア諸国の事例を考察しながら，当然のこととして，中国の1970年代末からの改革・開
放，及びインドの1991年の新経済政策（そのこインドでは，「経済改革」とよばれている）の意味する
ところをとりあげてみていと思うのである。（ln
　ところで，1980年代になって，東アジア諸国の持続的で高い経済成長が注目されるようになった。
1970年代末に新興工業化諸国が話題になり，ラテンアメリカなども含めた10力国がその対象となったの
であったが，（ls｝ラテンアメリカNICsは1980年代に「失われた10年」を経験することになって，その視野
から消えて，アジアNICsとよばれる諸国は，「4小竜」などともよばれて，まさに天にむかって竜が駆
け登るごとく，高度成長をつづけ，先進工業国の仲間入りをするのではないかと期待されたのであった。ag）
これらの国ぐに（台湾をのぞいて）及び地域が1990年代末をむかえようとしている今，きわめて深刻な
経済危機に見舞われている。1997年にはじまったこの経済危機に世間の注目が集まり，それまでは，ラ
テンアメリカNICsとアジアNICsとの違いが議論されてきたが，㈲しかし，議論の流れは，“アジァNICs
よ，お前もか”という風にかわってしまっているように思われる。
　さて，この経済危機については，直接ここでは問題にせず，アジアNICsの成功例としてとりあげら
れ，一部にはこれをモデルとして一般化しようとしてくるほどに，持続的に高度成長をとげてきた要因
とそのもつ本質的特徴に目をむけてみたいと思うのである。換言すれば，多くの発展途上諸国が国家の
財政を通じての投資需要の創出によって一時的成長過程がつくられても持続性に欠けていた。そのよう
な成長過程の短期的性格や停滞過程への転換の要因と背景及び国際的関係による構造的特徴についてす
でに考察してきた。こうした論理展開のなかで，このアジアNICsはどのように認識されるのであろう
か。すなわち，生産過程の拡大や工業化にともなう諸生産物の価値実現を通じての拡大再生産過程がこ
のアジアNICsでは，いずれにしても定着しているからこそ，持続的な長期にわたる高度成長過程が実
現していると考えられるので，それがどのような具体的形態をもって実現したのか，その形態のもつ特
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質について注目したいと思うのである。
　よく，アジアNICsの成功要因として，輸出指向工業化戦略がとりあげられ，輸入代替工業戦略との
比較論が展開されている。⑳たしかに輸出指向工業化戦略は，注目しなければならないと思われる。輸
入代替工業化戦略をとっている国ぐににおいても輸出振興策をとって外貨獲得に努力し，自国の工業化
過程が国際経済面から困難を背負わないような政策アプローチをしている。しかし，いずれの国も，そ
うした戦略で成功をおさめたとはいえないのが現実のようである。何故なれば，輸入代替工業化と，そ
の工業化とは別の分野での輸出振興という課題は，現在の国際経済秩序のもとでは結びつきにくいので
ある。国際経済上の環として両者が結びつかないかぎり，換言すれば現在のグローバリゼーションの過
程での一部を構城するものでなければ，それらは政策的に成功しないと言うことなのである。
　そこで，輸出指向工業化戦略について考えてみると，この政策の具体的形態として注目されることは，
「輸出加工区」などに具体的にみられるように，輸出を目的とした多国籍企業などを誘致して自国に最
新の工業を定着させて，工業化への一過程をつくりだそうとするものである。この工業化過程の実現は，
世界市場を対象としており，企業の多国籍化を拠りどころとしているため，発展途上諸国の各国がもっ
ている制約条件にこだわることなく促進される過程であるという特徴をもっている。こうした特微に即
して考えると，現在，グローバル化の過程が促進されつつあるという状況のもとでは，資本の国際化及
び生産の国際化，さらに企業の多国籍化という過程は，さらに地球大に展開していくと考えられており，
こうした過程を構城する発展途上国における輸出指向工業化過程は，今後も各地に拡大していくものと
考えられる。on
　ところで，この工業化過程は，現在の国際的経済秩序やそのもとでの資本の運動と合致しているが故
に，現在のところ発展途上国の工業化戦略の成功例として見られているということができる。しかも，
資本の運動に国民経済が急速にまきこまれ，貿易関係が拡大することによって，当該国の資本主義化も
促進され，労働力市場の拡大を通じで国内市場の形成・拡大が急速にすすむ。㈱こうして輸出指向工業
化戦略は，かつての植民地における「飛び地」経済とは異なり，国民経済の自立的発展をおしすすめて
いると考えられる。
　ところが，この工業化戦略には注意しなければならない問題点があることも見のがすことができない。
第1は，国際収支問題である。すなわち，輸出指向工業化といっても，たしかに輸出の拡大に効果をあ
げるが，国内市場の拡大にともなう輸入需要の拡大や，輸出加工区などでの輸出指向の工業を構成して
いる多国籍企業は，原料，機械，部品などの生産手段を構成する「商品」の輸入需要を新たに造りだす
ことになるので，貿易収支の面からみて，必ずしも輸出拡大によって貿易収支の黒字をつくりだすとは
かぎらないのである。この工業化にともなう投資需要を中心につくりだされた高度成長と経済拡大は，
むしろ経済の過熱現象をひきおこして貿易収支の赤字化と外貨危機をひきおこす可能性の方が高いので
ある。ou
　つぎに第2の問題点は，外資導入を積極的に促進することによって，輸出指向の工業，すなわち，世
界市場において充分に競争しうる技術水準をもった工業の創設と拡大を計ろうとするわけであるから，
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それらを構成する個々の企業の活動が自由に保証されねばならないし，企業進出に伴う資金調達のため
の規制のない，自由な金融市場も準備されていなければならない。換言すれば，多国籍企業の進出のた
めの資金の流入が自由におこなわれなければならない。しかし，このような自由は，資金の流出の自由
でもあって，資本の活動に対するボーダレスな条件がつくられていなければならない。つまり，国家の
役割が，ここでは，否定され，市場における自由な資本の運動に国家が介入しないことを保証すること
になってしまっているのである。これでは，国民経済の発展と矛盾，もしくは対立するような資本の動
きがおきても，国家が何も介入できないように予め用意されてしまっているのである。㈲
　つぎに第3としては，発展途上国の通貨価値維持についての国家義務の問題である。IMF体制のも
とでは，それぞれの国民通貨の価値維持は，当該国国家の義務となっているが，変動相場制への移行後
は，世界市場における各国の力関係，つまり覇権国通貨を頂点としたピラミッド型に編成された権力構
造と通貨の価値が相対するようになっていて，世界市場において決済手段として機能しうるような先進
国通貨と発展途上国通貨とは本質的に相違している。㈱先進諸国は，相互の通貨の価値の相対的表現の
形態としての外国為替相場において協調して介入することによって一定の水準を保つよう努力している
が，発展途上諸国の通貨価値に対しては，常にその安定のための責任を発展途上国政府に負わせようと
している。
　ところで，発展途上諸国は，どのようにしてその義務をはたしうるのであろうか。発展途上諸国の通
貨は，対外的に決済通貨として機能するわけではない。したがって，その対外的価値は，発展途上諸国
の国家が充分に対外支払手段としての通貨を保有することによって維持されるのである。この対外価値
は，国内経済の実体を反映するものではなく，世界市場における当該国の充分な支払能力があることを
示しているのである。こうした関係から発展途上国の国家は，対外支払手段としての国際通貨をつねに
充分保有することが義務づけられているし，この条件が満たされないか，または不安定になると，単に
対外決済が不能になったり，困難になるというだけではなくて，その国の通貨の対外価値がたちまち急
落し，通貨危機という現象をひきおこしてしまうのである。すでに1，2の問題点の場合にも指摘した
ように，一方で通貨の交換性の自由が，貿易の自由化を促進する手だてとして強制されておきながら，
他方では充分な対外支払手段の保有が義務づけられるという矛盾した立場に発展途上国の国家がおかれ
ていることに注目しなければならない。⑳
（5）
　発展途上国の工業化戦略の比較を国家の役割と市場の働きとの関係において試みてきたが，世界市場
の統合が，グローバル化の水準にまですすんでいる現状のもとでは，資本の運動のいっそうの自由化が
すすみ，規制なき世界市場がつくりだされていることによって，問題の性格が新たなものに変化しつつ
あるように思われる。このような点からも世界資本主義の発展が新たな段階に達しているとの認識をつ
よくもたざるを得ない。すなわち，多国籍企業の世界的展開という形態で，実現している資本の世界的
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規模での自由な運動が，発展途上諸国の国民経済的立場にたった国家の役割を否定し，もっぱら，その
国家のもっている経済的機能を多国籍企業の立場から，活用させるように現行の国際経済秩序が働きか
け，そうした役割をもつものとして現在の世界経済体制の一部に発展途上国の国家を組みこんでいるの
である。
　このような世界経済体制の一部を構城することになっている発展途上国の国家にとっての工業化戦略
は，輸出指向工業化戦略がよりよい戦略として選択されざるを得ないのである。従来，多くの発展途上
国で輸入代替工業化戦略が採用されてきたが，世界経済の発展からとりのこされてしまうとの認識からas）
輸出指向工業化戦略への転換をはかる国がつづいている。世界経済の発展からとりのこされるという認
識は，はたして当を得たものであろうか。1980年代に入って，急速な科学技術革命が進行し，経済のM
E化が生産力の飛躍的な発展をもたらし，それに応じて，資本主義的生産様式にも一定の変革をせまる
こととなった。このような時代に入ったことが，発展途上国の工業化戦略のあり方をかえることになっ
た。すなわち，グローバル化の構成要素にくみこまれることなしには，工業化の過程を実現できなくな
ったと考えられる。
　国内市場依存型の工業化戦略が，世界市場から取りのこされるようにみえるけれども，現実には貿易
を軸とした国際経済関係の発展があり，必ずしもそのような認識は正しくない。すでにみてきたように
国際経済秩序のあり方との矛盾が大きく，経済的停滞にすすみがちだということであった。現行の国際
経済秩序のもとでの経済成長を持続しようとすれば，輸出指向工業化戦略を採用せざるをえないという
ことになる。しかし，この戦略は，一定期間，急速な工業化の過程をつくりだすけれども，この工業化
過程自体が，自国の国民経済的要求によってもたらされたものではないという根本的な問題点をもって
いた。このような意味からもその過程は，慎重に扱われるべき戦略であり，充分に考慮されるべき問題
点があることについても指摘してきた。1990年代の後半に入って東アジア諸国において，すでに現実の
ものとなって，経済的危機が現在進行中である。はたして，発展途上諸国は，現在の世界経済体制のも
とにあって，自国の工業化を実現できるような有効な戦略を提示できるのであろうか。換言すれば，現
行の国際経済秩序のなかで，自立した国民経済を形成し，充分に国家として，国民の生活水準を向上さ
せて，発達した経済基盤をもった近代社会に成長していくことが可能となるのだろうか。発展途上諸国
にとっての21世紀の課題となっている。
（1）インドのケララ州で，そのような経験が実現している。John　Kurien，　The　Kerala　Model；It’s　Central
　Tendency　and　the　Outliner，　Social　Scientist，　Vol23，　No．1－3，　Jan－Mar，　1995．
（2）国連開発の10年計画をみよ。United　Nation　Development　Decade，　A　Programme　for　International
　Economic　Co－operation，　A　New　International　Economic　Order，　Selected　Documents　1945－1975，　VoL　2，
　（UNITAR　documen亡s　service　No．1）
（3）金泳鏑「東アジア工業化と世界資本主義」1988年参照。
（4）この視点から国家資本の概念が重要となる。小谷義次編著「国家資本の理論」1974年参照。
（5）国連貿易開発会議のプレビッシュ事務局長の指摘がある。外務省編「国連貿易開発会議の研究」1965年参照。
（6）西口章雄・浜口恒夫編「新版インド経済」1990年参照。
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（7）インドでは，ブラジル・モデルを参考にした国内市場拡大を計るべきだとの議論がなされ，これをめぐて論
　争があった。小島眞著「現代インド経済分析」1993年参照。
（8）1991年のインドにおける経済危機は，外貨危機からはじまった典型であった。秋本正美「自由化の道を突進
　するインド経済」（「経済」1991年10月号）参照。
（9）第1回UNCTAD総会でのプレビッシュ報告において指摘されていた。（外務省編，前掲書参照）
（10）具体的例として一次産品問題をあげることができる。すなわち，一次産品は世界市場において，価値通り実
　現しないがために，発展途上国は深刻な外貨危機におちいっている。P．　Sarkar＆H．　W．　Singer；Debt　Crisis，
　Commodity　Prices，　Transfer　Burden　and　Debt　Belief（lnstitute　of　Development　Studies，　Discussion　1㍗per
　No．297，1992，　Brighton）
（11）ここに新植民地主義的特質をみいだすべきであろう。寺本光朗著「新植民地主義と南北問題」1978年参照。
（12）発展途上諸国の諸要求は，「新国際経済秩序樹立のための宣言」として結実したが，その秩序改革のための諸
　過程は，先進諸国の妨害にあって，実現しなかった。ANew　International　Economic　Order　Vol．　ll．（UNITAR
　documen亡service　No．1）参照。
（13）杜潤生氏が，中国農村での商品生産の発展にふれて，集団化が農民によって受入れられなかったことを指摘
　して，つぎのようにのべている。「包産到戸（農家生産請負制）は経済法則によって活用されるもので，導くこ
　とはできるが阻止しうるものではないし，阻止しても止めおおせるものではない。」（杜潤生著「中国農村経済改
　革」1985年14～15ページ）
（14＞無茶な資本蓄積が農業を破壊した。「推計によると，この30年間に農産物価格の鋏状価格で隠された形での農
　民の全貢物は，6，000億元以上にのぼっている。」（発展研究所綜合課題組「農民，市場和制度創新一包産到戸
　八年後農村発展面臨的深層改革　　」「経済研究」1987年第1期）
（15）アフリカでは，食糧自給よりも輸出農産物の増産を政策目標として強制された。野村隆夫編「近代社会の成
　立と展開」1986年参照。
（16）山辺逸平編「発展途上国の工業化と輸出促進政策」1987年参照。
（17）Uma　Kapila　ed．，五！dfa袷Economic　Ref（）rms，　Academic　Foundation，1996．
（18＞　OECDed．　The　lhlpac亡of亡he　Newly　Industrialising　Countries　on　P「o（1uction　and　T「ade　in　Manufactures，
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